別記
損失補償交付基準
1　次に該当する場合は、原則として損失補償の対象としない。
ア　融資機関が経営資金等の融通に関し、故意又は過失により次にかかげる融資を行った場合
(ア)　被害農林漁業者以外の者に貸付けた場合
(イ)　法令に定める使途等農林漁業経営に必要な資金以外の資金を貸付けた場合
(ウ)　政令で定める貸付期間を経過した後に貸付けた場合
(エ)　法令で定められた貸付限度額を超える額を貸付けた場合
(オ)　償還期限が政令で定められる期限より長期の資金を貸付けた場合
(カ)　法定の貸付利率を超える利率の資金を貸付けた場合
イ　融資機関が経営資金等の融通に係る利子補給及び損失補償契約の次にかかげる違反をした場合
(ア)　契約書第5条に定める損失補償限度額を超える補償請求を行った場合
(イ)　同第7条に定める保証人を2人以上立てさせていない場合
(ウ)　保証人を立てさせた場合において、保証債務を請求する以前に損失補償の請求をした場合
ウ　融資機関が融通に関し次にかかげる管理者としての注意を怠っている場合
(ア)　貸付にあたっては、被害認定書、使途等を確認し法令で定める融資を行うこと。
(イ)　債権の回収順位は通常の例にならって合理的に行うこと。
(ウ)　各年度の払込期日には、その期日以前に通知を行うこと。
(エ)　延滞を生じた場合には、その事情を調査、検討し、催告を行うとともに必要な場合は実査を行うこと。
(オ)　貸付後不適正使用等の事実が判明した場合には遅滞なく繰上償還の措置を行うこと。
(カ)　最終償還期限到来後なお延滞がある場合には、催告を行うとともに保証人に対して文書による保証債務の履行請求を行うこと。
2　対象となる損失は次のとおりとする。
「融資元本の最終償還期限到来後3ケ月を経過してもなお回収されなかった元本又は利子(約定利子のみ)で遅延利子については最終期限到来後3ケ月の期間内における元本残高に対し、約定による遅延利子の率(年9.5％を超える場合は9.5％)により計算した額」のみ対象となる。
